予算要求資料
平成31年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：市町村振興費　目：市町村連絡調整費
	事業名　新全国市町村長サミット開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　清流の国推進部　市町村課　財政係　電話番号：058-272-8119
　　　　　　　E-mail： c11108@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　２，７８７　千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,787
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,787

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
人口減少の到来、地域間格差の拡大、コミュニティの脆弱化など難しい課題に直面している中、日本経済の再生に向けて、地域の活性化を図っていくことが求められている。

このため、全国の市町村長等が一堂に会し議論・交流を行うことで、地域活性化の一層の推進・普及を図ることを目的として、毎年度、全国市町村長サミットが開催されている。

同サミットは、毎年度、総務省と開催県の共催で実施されており、平成３１年度においては岐阜県で実施されることとなった。本要求は、開催にあたり、本県負担分に係る経費。
（２）事業内容

　　　日時　平成３１年１０月又は１１月の２日間
場所　全体会、分科会：ソフトピアジャパン
市町村長交流会：未定（ソフトピアジャパン内レストランを想定）
　　　　　　現　地　視　察：会場近郊でコースを設定
　　　概要　１日目：全体会（主催者あいさつ、基調講演）

　　　　　　　　　　分科会（３分科会×２回程度。市町村長が事例発表を行うと共に、各分科会のコーディネーターと意見交換）
　　　　　　　　　　市町村長交流会（市町村長等による意見交換、情報交換）

　　　　　　２日目：現地視察

　　　　※１日目は市町村長、自治体職員、地域づくり団体関係者など３００名程度、２日目は市町村長及び自治体職員１００名程度が参加予定
（３）県負担・補助率の考え方

　　　開催に係る経費のうち、会場使用料（設備及び備品等の使用料も含む）について開催県の岐阜県で負担し、その他の経費については総務省が負担。
（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	104
	業務旅費　国打合　＠22,960円×2人×2回＝92千円

　　　　　通訳旅費＠37円×40km×8名＝12千円

	役務費
	200
	手話通訳、要約筆記　2,100円×4h×8名＝68千円
準備車両借上　　　　　　　　　　132千円

	委託料
	1,793
	交流会時アトラクション　  500千円
会場設営委託費　　　　　1,293千円

	使用料及び賃借料
	690
	会場使用料・備品使用料　637千円
路線バス増便　　　　　　 53千円

	合　計
	2,787
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ　なし
（２）国・他県の状況

　　　過去３年の開催地

　　　　平成３０年度　鳥取県米子市（米子コンベンションセンター）

　　　　平成２９年度　熊本県熊本市（熊本ホテルキャッスル）

　　　　平成２８年度　石川県金沢市（ホテル日航金沢）
　　　　※　過去１２回開催。岐阜県は１３回目の開催（初開催）

（３）後年度の財政負担　なし
（４）事業主体及びその妥当性
　　　総務省・岐阜県の共催
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　人口減少の到来、地域間格差の拡大、コミュニティの脆弱化などの地域の諸課題に対して全国の市町村長等が議論・交流を行うことで、地域活性化の一層の推進・普及を図りたい。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　本事業は総務省との共催で各県持ち回りにより開催されているものであり、本県事業として指標を設定する事業として適切でない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　（１）これまでの取組状況

（２）予算措置の状況（H30年度当初予算：－千円）
　　　

　（３）交付実績の推移




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地域の活性化を図っていくための一手段として、全国の市町村長等が一堂に会して、議論・交流を行うことは非常に有用であり、必要性の高い事業と言える。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　総務省と本県の共催で、全体のコーディネートを総務省、現地調整などを岐阜県が行うこととして、役割を分担するなど、事業遂行に関して高い効率性が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　各県持ち回りの開催のため、本県事業は１年限り。



財政課で記載します。








